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主     文 

１ 被告大阪市は，原告に対し，３０００円及びこれに対する平成１９

年４月８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

２ 原告の被告大阪市に対するその余の請求及び被告大阪府に対する請

求をいずれも棄却する。 

３ 訴訟費用は，原告に生じた費用の２０分の１と被告大阪市に生じた

費用の１０分の１を被告大阪市の負担とし，その余を原告の負担とす

る。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

被告らは，原告に対し，連帯して１６０万円及びこれに対する平成１９年４月

８日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 事案の骨子 

本件は，原告が，平成１９年４月８日施行の大阪市議会議員一般選挙及び大

阪府議会議員一般選挙（以下「本件選挙」という。）の際，投票事務従事者が，

原告の投票を拒否したこと（以下「本件投票拒否」という。）及び原告に公職

選挙法（以下「公選法」という。）５０条３項に基づく仮投票の機会を与えな

かったことが国家賠償法上違法であり，それにより精神的損害を被ったとして，

本件選挙の管理及び執行を行った地方公共団体である被告大阪市（以下「被告

市」という。）及び被告大阪府（以下「被告府」という。）に対し，国家賠償

法１条１項に基づき，慰謝料及び遅延損害金の支払を求めた事案である。 

２ 関係法令の定め 

 公選法９条１項は，日本国民で年齢満２０年以上の者は，衆議院議員及び

参議院議員の選挙権を有すると規定する。 

同条２項は，日本国民たる年齢満２０年以上の者で引き続き３か月以上市
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町村の区域内に住所を有する者は，その属する地方公共団体の議会の議員及

び長の選挙権を有すると規定する（以下，同項が定める要件のうち，引き続

き３か月以上市町村の区域内に住所を有することを要するという要件を「住

所要件」という。）。 

 公選法１９条１項は，選挙人名簿は，永久に据え置くものとし，かつ，各

選挙を通じて一の名簿とする旨規定する。同条２項は，市町村の選挙管理委

員会は，選挙人名簿の調製及び保管の任に当たるものとし，毎年３月，６月，

９月及び１２月（「登録月」という。）並びに選挙を行う場合に，選挙人名

簿の登録を行うものとする旨規定する。 

 公選法２１条１項は，選挙人名簿の登録は，当該市町村の区域内に住所を

有する年齢満２０年以上の日本国民で，その者に係る登録市町村等の住民票

が作成された日から引き続き３か月以上登録市町村等の住民基本台帳に記

録されている者について行う旨規定する。 

 公選法２７条１項は，市町村の選挙管理委員会は，選挙人名簿に登録され

ている者が当該市町村の区域内に住所を有しなくなったことを知った場合

には，直ちに選挙人名簿にその旨の表示をしなければならない旨規定する。 

公選法２８条２号は，市町村の選挙管理委員会は，当該市町村の選挙人名

簿に登録されている者について，公選法２７条１項の表示をされた者が当該

市町村の区域内に住所を有しなくなった日後４か月を経過するに至ったとき

は，これらの者を直ちに選挙人名簿から抹消しなければならない旨規定する。 

 公職選挙法施行令１６条は，市町村の選挙管理委員会は，公選法２７条１

項の規定による表示をされた者が選挙人名簿に登録される資格を有するに至

ったことを知った場合には，直ちにその表示を消除しなければならないと規

定する。 

 公選法４２条１項本文は，選挙人名簿又は在外選挙人名簿に登録されてい

ない者は，投票をすることができないと規定する。 
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   公選法４４条２項は，選挙人は，選挙人名簿の対照を経なければ，投票を

することができないと規定し，同条３項は，同一都道府県の区域内の他の市

町村の区域内に住所を移した選挙人が，従前の市町村において当該都道府県

の議会の議員又は長の選挙をする場合においては，引き続き当該都道府県の

区域内に住所を有することを証するに足りる文書を提示しなければならない

と規定する。  

 公選法５０条２項は，投票の拒否は，投票立会人の意見を聴き，投票管理

者が決定しなければならないとし，同条３項は，前項の決定を受けた選挙人

において不服があるときは，投票管理者は，仮に投票をさせなければならな

いと規定する。 

 住民基本台帳法８条は，住民票の記載，消除又は記載の修正（以下「記載

等」という。）は，届出に基づき，又は職権で行うものとすると規定する。 

  同法１５条１項は，選挙人名簿の登録は，住民基本台帳に記録されている

者で選挙権を有するものについて行なうものとすると規定し，同条２項は，

市町村長は，同法８条の規定により住民票の記載等をしたときは，遅滞なく，

当該記載等で選挙人名簿の登録に関係がある事項を当該市町村の選挙管理

委員会に通知しなければならないと規定する。 

３ 前提となる事実 

（当事者間に争いのない事実及び証拠等により容易に認められる事実。以下，

書証番号は特に断らない限り枝番号を含む。なお，争いのない事実については

認定根拠を付さない。） 

 原告について 

原告は，昭和（中略）に出生した日本国籍を有する男性である(甲１)。 

 Ｙ会館への住民登録 

原告は，平成１５年５月２８日，同月２２日に大阪市ａ区所在のＹ会館を

住所と定めた旨の届出を行い，原告の住民票が作成された（甲１，弁論の全
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趣旨）。 

原告は，大阪市ａ区の選挙人名簿に，Ｙ会館を原告の公選法上の「住所」

として登録された。 

 住民票の職権消除 

大阪市ａ区長は，平成１９年３月２９日付けで，Ｙ会館に原告の居住実態

がないことが確認されたことを理由に，原告の住民票を職権消除した（甲１）。 

同処分については，住民基本台帳法１５条２項及び公選法２９条１項に基

づき，同月３０日付けで大阪市ａ区長からａ区選挙管理委員会へ通知され，

同通知を受けたａ区選挙管理委員会は，公選法２７条１項に基づき，同日，

原告の選挙人名簿に，大阪市の区域内に住所を有しなくなった旨の表示をし

た（弁論の全趣旨）。 

 本件選挙当日の経緯 

ア 原告は，平成１９年４月８日，本件選挙の投票をするため，大阪市 a 区

に所在するＺ小学校に設置されたＺ投票所（以下「本件投票所」という。）

に赴いた。なお，同日においても，原告の選挙人名簿には，大阪市の区域

内に住所を有しなくなった旨の表示がされたままであった。 

イ 原告は，本件投票所の投票事務従事者に対し，大阪市ａ区所在の簡易宿

所Ｑの４か月分の領収書（甲２。以下「本件領収書」という。）を見せた

ところ，同従事者は，原告に対し，Ｑへの転居届を出すよう指導した。し

かしながら，原告はこれを拒否し，結局，本件投票所の投票管理者Ｂは，

原告に対し，投票を拒否した（本件投票拒否）。なお，原告は，本件選挙

において，仮投票をしていない。 

４ 争点 

本件の争点は，以下の点である。 

 本件投票拒否が国家賠償法上違法であるかどうか（争点①）  

 本件選挙の際，原告に仮投票をさせなかった違法があるかどうか（争点②） 
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 被告らの責任（争点③） 

 原告が被った損害の有無及び額（争点④） 

第３ 当事者の主張の概要 

１ 本件投票拒否が国家賠償法上違法であるかどうか（争点①）について 

 原告の主張 

ア 原告は，本件選挙当日，投票をしようと本件投票所に赴いたところ，原

告の住民票が消除されており，選挙人名簿に，大阪市の区域内に住所を有

しなくなった旨の表示があったことから，公選法９条２項の定める住所要

件が満たされていると認められないとして，投票を拒否された（本件投票

拒否）。 

しかしながら，原告は，大阪市の区域内に３か月以上連続して居住して

いることを示すため，当時宿泊していたＱの４か月分の領収書（本件領収

書）を示したのであり，これによって原告が住所要件を満たしていたこと

が明らかとなったものといえるから，当然に原告は投票を認められるべき

であった。それにもかかわらず，本件投票所の投票事務従事者が原告の投

票を拒否することは，職務上の注意義務に違反するものとして，国家賠償

法上違法であるというべきである。 

イ 被告市は，Ｑを住所とする主観的意思を確かめるために転居届の提出を

求めたが，原告がこれに応じなかったため，住所要件の充足について確認

できず，投票を拒否した旨主張する。しかしながら，住所とは生活の本拠

であり，生活の本拠であるかどうかはその者の生活実態から客観的に判断

されることであるから，客観的に複数の場所が同一人の生活の本拠である

とみえるような場合を除いて，主観的意思は問題とならない。したがって，

原告の主観的意思が確認できないからといって，住所要件が満たされない

ということにはならない。また，当該意思確認の方法は転居届の提出に限

られないから，原告が転居届の提出に応じなかった場合には，宣誓書を提
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出させるなど，他の方法によって主観的意思を確認することもできたはず

である。しかし本件投票所の投票事務従事者は，原告に転居届を提出する

以外の方法を何ら示唆しなかった。このように転居届の提出に固執し，そ

れ以外の方法を提示することなく，原告の投票を拒否したことは，職務上

の注意義務に違反するものである。 

ウ さらに，本件投票所の投票管理者Ｂは，投票立会人の意見を聴くことな

くして本件投票拒否を行っている。これは公選法５０条２項に反するもの

である。 

エ 以上からすれば，本件投票拒否は，国家賠償法上違法である。 

 被告市の主張 

ア 本件選挙当日，原告は，Ｑに４か月以上連続して宿泊しているとして，

本件領収書を提示してきたところ，一般的に簡易宿所は一時滞在を目的と

する施設であるため，簡易宿所を住所と認めるには，客観的な居住実態を

補強するものとして，本人の主観的な居住意思を確認する必要があった。

そこで，本件投票所の投票事務従事者は，転居届を提出してもらうか，職

権で住民票の回復をすることについての了承を得ることにより，原告の主

観的な居住意思を確認しようとしたところ，原告がいずれも拒否したため，

結局，Ｑに原告の住所があると認めることができなかった。 

 以上のとおり，本件選挙当日，原告が住所要件を満たしていることを確

認できなかったため，本件投票所の投票事務従事者としては，原告に投票

を認めることができなかったのであって，本件投票拒否は，何ら職務上の

注意義務に違反するものではなく，国家賠償法上の違法はない。 

イ また，本件投票所の投票管理者Ｂは，投票立会人２人に意見を聴いた上

で本件投票拒否を行っており，手続上も適法である。 

ウ 以上からすれば，本件投票拒否は国家賠償法上違法ではない。 

２ 本件選挙の際，原告に仮投票をさせなかった違法があるかどうか（争点②）
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について 

 原告の主張 

ア 原告は，本件投票拒否を受け，これに対して異議を述べていたのである

から，本件投票所の投票管理者は，公選法５０条３項に基づき，原告に仮

投票を認めるべきであった。それにもかかわらず，本件投票所の投票管理

者を含む投票事務従事者は，原告に仮投票についての説明をすることもな

く，仮投票の機会を全く与えず，その結果原告は仮投票をすることができ

なかった。このように，本件選挙の際，原告に仮投票をさせなかったこと

は，職務上の注意義務に違反するものとして，国家賠償法上違法である。 

イ これに対し，被告市は，本件選挙当日，投票事務従事者が原告に対し，

仮投票についての説明を行ったが，原告が本投票をすることに固執し，仮

投票をすることを拒んだ旨主張する。しかしながら，そのような事実があ

れば，調査票兼宣誓書や投票管理者が投票拒否の理由を記載して原告に渡

した書面（甲３）にその旨記載されるものと考えられるところ，原告につ

いては調査票兼宣誓書自体が作成されておらず，甲３の書面にもそのよう

な記載は全くないのであって，本件投票拒否の際，原告に仮投票の説明が

されたとは到底認められないというべきである。 

 被告市の主張 

 本件投票所の投票事務従事者は，原告に対し，転居届を出さなくても仮投

票ができること，仮投票の具体的方法について説明を行ったところ，原告は，

あくまで本投票をすることに固執し，仮投票を行うことを拒否した。このよ

うに，仮投票の機会が十分に与えられたにもかかわらず，原告がこれを拒ん

だため，仮投票が行われなかったのであるから，本件選挙の際，原告が仮投

票をしなかったことについて投票事務従事者に何ら職務上の注意義務違反は

なく，国家賠償法上の違法はない。 

３ 被告らの責任（争点③）について 
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 原告の主張 

以上のとおり，本件投票所の投票事務従事者が本件投票拒否を行ったこと

及び原告に仮投票をさせなかったことは違法であるところ，当該行為は，被

告らの公権力の行使として行われたものであるから，被告らは，国家賠償法

１条１項に基づき，上記違法な行為により原告が被った損害について，賠償

する責任を負うというべきである。 

なお，被告府は，本件投票所における事務については，地方自治法２条９

項２号の第２号法定受託事務として，被告市の公権力の行使として行われた

ものであるから，被告府はこれについて責任を負わない旨主張する。しかし

ながら，地方自治法が，第２号法定受託事務につき都道府県が是正の指示等

の関与を行うことを認めていること（地方自治法２４５条の７）に鑑みれば，

被告府は本件選挙に係る事務について，深く関与しているといえる。したが

って，上記事務は被告府の公権力の行使でもあるといえるのであり，上記被

告府の主張には理由がない。 

 被告市の主張 

本件投票所における投票事務が被告市の事務で，従事者が被告市の職員で

あることは認めるが，上記のとおり，本件投票拒否及び原告が仮投票をしな

かったことについて，職務上の注意義務に違反する点はなく，国家賠償法上

違法ではない。したがって，被告市が国家賠償法１条１項に基づく責任を負

うことはない。 

 被告府の主張 

本件投票所における大阪府議会議員選挙に関する事務は，第２号法定受託

事務であり，被告市の事務とされているから，当該事務の遂行につき国家賠

償法上違法な行為があっても，それは被告府の公権力の行使に関して行われ

たものではなく，被告府が責任を負うことはない。 

４ 原告が被った損害の有無及び額（争点④）について 
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 原告の主張 

原告は，違法な本件投票拒否及び仮投票の機会を与えられなかったことに

より，多大な精神的損害を被ったところ，当該精神的損害の額は，１６０万

円を下らない。 

 被告市の主張 

本件投票拒否及び原告が仮投票をしなかったことについていずれも違法な

点はないから，原告に損害は発生していない。 

また，仮に原告が仮投票を行ったとしても，上記のとおり，原告は住所要

件を欠き，公選法上の投票の要件を満たしていなかったのであるから，原告

の仮投票が有効な投票として受理されることはなかったといえる。したがっ

て，原告が仮投票をできなかったことによる損害は生じていない。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件投票拒否が国家賠償法上違法であるかどうか（争点①）について 

 総論 

ア 地方公共団体の議会の議員及び長の選挙において投票をするためには，

その者が，選挙人名簿に登録されていること（公選法４２条１項）に加え，

３か月以上（同一）市町村の区域内に住所を有するという住所要件が必要

である。ところで，選挙の当日，投票管理者を始めとする投票事務従事者

は，投票に来た者につき，その者が選挙人名簿に登録されている者である

ことを選挙人名簿と対照して確認しなければならないところ（公選法４４

条２項），その際，投票事務従事者が，住所要件の存否についても，一定

の範囲内において，審査を行う権能と義務を有していることは，同条３項

からもうかがわれるところである。そして，公選法２７条１項は，選挙人

名簿に登録された者が当該市町村の区域内に住所を有しなくなったことを

知った場合には，直ちに選挙人名簿にその旨の表示をすることを義務付け

ているが，当該表示は，被表示者の住所の変更に関する事実を示すものと
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して，公選法の規定に従いされるものであり，しかも，選挙人名簿におけ

るその者の該当部分にされるものであることを考えると，上記の投票事務

従事者のすべき住所要件の審査に当たり，最も確実かつ重要な資料を提供

するものといえる。したがって，地方公共団体の議会の議員又は長の選挙

において，投票事務従事者は，投票に来た者につき，選挙人名簿の対照の

際，少なくとも選挙人名簿に上記当該市町村の区域内に住所を有しなくな

った旨の表示がされているかどうかを確認することにより，その限度にお

いて住所要件の存否を確認する義務があるというべきである。そして，当

該市町村の区域内に住所を有しなくなった旨の表示がある場合には，当該

表示が誤っていることを明らかにする資料の提出等により，その住所要件

の存在を確認し得るというような特別の事情がある場合を除いて，基本的

にはその者が住所要件を欠くものとして，その投票を拒否する義務がある

というべきであるから，このような場合に投票事務従事者が投票を拒否を

することは，職務上の注意義務に違反するものではなく，国家賠償法上違

法とはならないというべきである（最判昭和４８年１０月１１日・民集２

７巻９号１１４８頁参照）。もっとも，上記特段の事情がある場合には，

選挙権の行使の重要性に鑑みれば，投票事務従事者は，逆にその者に投票

をさせる義務を有すると考えられるから，この場合に投票を拒否すること

は，職務上の注意義務に違反するものであり，国家賠償法上違法となると

考えられる。 

イ 前記前提となる事実のとおり，原告の選挙人名簿に大阪市の区域内に住

所を有しない旨の表示があったことから，本件投票所の投票事務従事者は，

当該表示が誤っていることを明らかにする資料の提出等により，住所要件

の存在を確認し得る特段の事情がない限り，基本的に原告の投票を拒否す

べき義務があったといえる。したがって，本件投票拒否が違法であるかど

うかについては，原告について，選挙人名簿に大阪市の区域内に住所を有
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しない旨の表示があるにもかかわらず，住所要件の存在を確認し得るとい

う上記特段の事情があったといえるかどうかが問題となるため，以下検討

する。 

 認定事実 

前記前提となる事実に加え，証拠（甲１から３まで，１３，１４，２３，

２４，乙８，１０から１４まで，証人Ｃ，証人Ｄ，原告本人）及び弁論の全

趣旨によれば，以下の事実が認められる。 

ア 住民票消除に至る経緯 

 原告は，平成１５年５月２８日，Ｙ会館を住所と定める旨の届出を行

い，原告の住民票が作成され，大阪市ａ区の選挙人名簿に，Ｙ会館を住

所として登録された。もっとも，原告は，その当時，Ｙ会館で起居して

いたわけではなく，大阪市ａ区内の簡易宿所に宿泊するなどし，Ｙ会館

では郵便の受け取り等を行っており，本件選挙の４か月ほど前からは，

Ｑに継続して宿泊し，日雇い労働等に従事していた。 

当時，原告と同様，日雇い労働者等で，簡易宿所等で起居し，Ｙ会館

を住所として住民登録している者が相当数存在していた。 

 大阪市ａ区長は，平成１９年３月２９日付けで，Ｙ会館を住所として

住民登録をしている者のうち約２０００人について，居住実態がないと

して住民票を職権で消除する処分を行い，原告の住民票も同様に職権消

除された。 

同処分については，住民基本台帳法１５条２項及び公選法２９条１項

に基づき，同月３０日付けでａ区長からａ区選挙管理委員会へ通知され，

同通知を受けたａ区選挙管理委員会は，公選法２７条１項に基づき，選

挙人名簿の原告の記載欄に，大阪市の区域内に住所を有しなくなった旨

の表示をした。 

イ 本件選挙当日の経緯 
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 原告は，本件選挙の投票をするため，同年４月８日午後７時頃，本件

投票所に赴いた。なお，同日においても，原告の選挙人名簿には，大阪

市の区域内に住所を有しなくなった旨の表示がされていた。 

 本件選挙当日，本件投票所においては，被告市の職員が投票に来た者

の対応等の投票事務に従事していた。また，ａ区選挙管理委員会により

投票管理者に選任されたＢ及び同様に選任された２人の投票立会人が，

本件投票所において待機していた。 

本件選挙は，上記アのとおり，大量の住民票の職権消除がされて間も

ない時期に行われた選挙であったため，住民票を消除された者が投票を

求めて大量に本件投票所を訪れることが予想された。そこで，ａ区選挙

管理委員会では，住民票を消除された者が投票に来た場合，迅速にその

居住実態を調査し，大阪市内の特定の場所に生活の本拠があり，住民票

を回復できると認定できる場合には，まず，住民異動届（転居届）を提

出してもらった上で，選挙人名簿の表示の消除を行い，その上で投票を

認めるという処理の方針を定めていた。そして，当該処理を迅速に行う

ことができるように，住民基本台帳の事務を所管する被告市の市民局か

ら担当職員を増援して本件投票所の投票事務従事者とし，上記住民票を

消除された者の対応をする業務を専門に行う班（以下「住基班」という。）

を設置するなどの特別の体制が整えられていた。 

 原告が本件投票所を訪れた後，選挙人名簿の照会が行われたところ，

原告の選挙人名簿に大阪市の区域内に住所を有しない旨の表示がされて

いることが判明した。そこで，原告に対する対応については，住基班と

して当日投票事務に当たっていた被告市の職員であるＣ及びＥに引き継

がれた。 

原告は，本件選挙以前に，住民票が消除されていても，簡易宿所の領

収書を見せれば選挙で投票をすることができるという噂を聞いていたた
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め，Ｃらに対し，簡易宿所に４か月間毎日継続して寝泊まりをしている

ことを伝え，Ｑの平成１９年１月から同年４月分までの本件領収書（甲

２）を提示した。Ｃらは，本件領収書を見て，上記方針に従い，原告に

対し，Ｑを住所として転居届を提出すれば，投票をすることができる旨

伝え，転居届を出すことを勧めた。これに対し，原告は，以前Ｑの経営

者に，Ｑに住民票を移していいかを尋ねたところ断られたこと，現在も

う少し広いアパートを探しており，経済的な理由で転居も考えているこ

と，さらに，原告の住所はあくまでＹ会館にあることなどを理由として，

転居届を出すことを拒んだ（原告本人）。 

 Ｃらは，ａ区選挙管理委員会に対し，原告への対応について相談した

ところ，職権で住民登録をすることが可能であるので，本人の了解を得

た上で住民票を職権で回復し，その上で原告に投票をさせるように指示

された。そこで，Ｃらは，原告に当該処理をする旨伝えたところ，原告

はこれも拒否した。 

 その後，Ｃらは，本件投票所の総括的な業務を行っていた被告市の職

員であるＤに原告に対する対応を引き継いだ。Ｄは，Ｃらと同様に，原

告に転居届を提出すること，また，職権により住民票を回復させる処理

について同意をするよう促したが，原告は，あくまで転居届を提出する

ことを拒み，また，職権による住民票の回復にも同意しなかった。 

 以上のような原告とＣら及びＤとのやり取りを踏まえた上で，投票管

理者であるＢは，原告に対し，「選挙人名簿に大阪市の区域内に住所を

有しなくなった旨の表示がなされているため投票はできません。」と記

載されたメモ（甲３の１）を交付し，正式に投票を拒否した（本件投票

拒否）。 

原告は，これに反発し，「何で投票でけへんねん。」などと繰り返し，

不服を述べていた。その後，本件投票所の投票事務従事者らは，原告及
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び原告と共に残っていた原告の支援者らに退去を求めた。原告は，投票

も仮投票もすることなく，同日午後９時頃，本件投票所を退出した。 

ウ 事実認定の補足説明 

なお，原告は，本件選挙当日，原告に対応した投票事務従事者は，Ｃら

及びＤではなく，被告市の職員であるＦであったと主張し，これに沿う供

述をする。これに対し，Ｃ及びＤは，当初原告の対応はＣらが行い，後に

Ｄと交代したのであり，Ｆは直接原告の対応に当たることはなかった旨証

言する。 

そうであるところ，本件選挙当日の本件投票所内を撮影した映像（乙１

３）には，本件選挙当日，原告が本件投票所を訪れた後，少なくとも７時

３０分頃から８時１６分頃まで，Ｃらが原告に対応している様子が撮影さ

れていることからすれば，Ｃらが原告の対応をしたことはなかった旨の上

記原告の供述を信用することはできず，一方，原告の対応をしたのがＣら

及びＤであるとする上記Ｃ及びＤの証言を信用することができるから，Ｃ

及びＤの証言のとおり，本件選挙当日，原告の対応をした投票事務従事者

は，Ｃら及びＤであったと認めることができる。原告が提出するＦの記載

のあるメモ（甲３の２）も上記認定を覆すものではなく，他にこれを覆す

に足りる証拠はない。 

 住所要件について 

ア 原告は，本件選挙当日，本件投票所において，Ｑの平成１９年１月から

同年４月分までの本件領収書（甲２）を提出していたことをもって，本件

選挙の住所要件の存在を確認し得る特別の事情があったと主張する。 

イ 確かに，本件領収書は，原告が，大阪市ａ区内に所在するＱにおいて，

本件選挙当日までの間，引き続き３か月以上継続して滞在していたことを

明らかにするものである。しかしながら，公選法上の「住所」とは，生活

の本拠を意味するところ（民法２２条），一定の地が生活の本拠であると
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認められるかどうかは，その地を生活の本拠とする主観的意思や，その地

に定住する事実により判断される。そして，滞在している地が，居住用住

宅やマンション・アパート等，一般的に生活の本拠として使用されること

が予定されている場所である場合には，その地に継続して滞在していると

いう事実のみで，その場所を生活の本拠とする意思が推認され，当該地を

生活の本拠と認めることができると考えられるが，簡易宿所のような一時

的な滞在を目的とする施設は，生活の本拠として長期的に滞在することを

予定したものではないから，その地に継続して滞在している事実のみでは，

そこがその者の生活の本拠であると認めることはできず，継続的な滞在の

事実に加え，その地を生活の本拠とする主観的意思が補完されることが必

要であると考えられる。 

そうであるところ，特定の場所を住所として転居届を提出することは，

その地を自己の生活の本拠とする主観的意思を表明する行為であるとみる

ことができるのであって，主観的意思を認める最も有力な資料となり得る

ところ，前記認定事実によれば，原告は，Ｃら及びＤからＱを住所として

転居届を提出することを勧められ，また職権でＱに住民票を移すことを提

案されたにもかかわらず，これをいずれも拒否しており，また，その他原

告がＱを生活の本拠とする主観的意思を有していたことを確認するに足り

る資料は提出されなかった。また，前記認定事実のとおり，原告は，原告

の住所はあくまでＹ会館にあるなどと，自ら自己の住所がＱにあることを

否定するような発言をしており，また，近い将来Ｑからアパートに転居す

る予定であるなど，Ｑでの滞在があくまでも一時的なものであることをう

かがわせるような発言をしていたなどの事情に鑑みれば，本件選挙当日に

おいて，原告がＱを生活の本拠とするという主観的意思を有していること

を確認することはできなかったといえる。そうであれば，本件選挙当日，

原告が３か月以上引き続きＱを住所として居住していたと認めるに足りる
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特段の事情があったとは認められない。 

したがって，本件選挙においては，原告の選挙人名簿に大阪市の区域内

に住所を有しなくなった旨の表示があるにもかかわらず，原告が住所要件

を満たしていることを確認し得る特段の事情があったと認めることはでき

ないから，本件投票拒否について，本件投票所の投票事務従事者に職務上

の義務違反があったとはいえず，国家賠償法上の違法はないというべきで

ある。 

   ウ なお，原告は，Ｃら及びＤが，原告に対し，転居届の提出をしない限り

投票ができないという態度をとっていたことが問題であると主張するよう

である。 

前記認定事実のとおり，ａ区選挙管理委員会においては，住民票を消除

された者が，一定の簡易宿所等に継続して宿泊していることを示す資料を

提出した場合，当該簡易宿所等に転居届を提出すれば，投票をすることを

認めるとする方針を定めていたところ，Ｃら及びＤは，このような方針に

従い，原告に転居届の提出を求めていたものと認められる。そうであると

ころ，前記のとおり，簡易宿所を住所と認めて投票を許すためには，当該

宿所を生活の本拠とする主観的意思を確認する必要があるが，転居届を提

出するということは，その者がその宿所を住所とする主観的意思を有して

いることを推認させる最も有力な資料になると思われることから，特定の

簡易宿所を生活の本拠とする主観的意思の確認をする目的で転居届の提出

を求めるという方針自体には，一定の合理性があると考えられる。 

もっとも，生活の本拠たる住所と住民票の所在はあくまで別個のもので

あるから，住所と認めるために住民票が所在することは必ずしも必要ない

のであり，また，主観的意思を確認する手段は，転居届の提出に限られず，

その他の方法によることも可能であると考えられるから，投票事務従事者

が，他の資料等により簡易宿所等を生活の本拠とする主観的意思が確認で
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きるにもかかわらず，あくまで転居届の提出に固執して投票を拒むという

ような場合には，問題があるというべきである。しかしながら，本件にお

いては，前記のとおり，原告自身が，Ｑに自己の住所が存在することを否

定するような態度をとっていたことから，他にＱが生活の本拠であるとい

う主観的意思を有していることを確認するに足りる資料を提出することが

見込めなかったと考えられ，Ｃら及びＤとしては，転居届の提出や職権に

よる登録への同意により主観的意思確認ができない限り，投票を拒否する

態度をとらざるを得なかったと考えられる。そうであれば，本件選挙当日

の原告に対するＣら及びＤの対応はやむを得ないものといえるから，原告

の上記主張を採用することはできない。 

 投票立会人に対する意見聴取について 

原告は，投票管理者Ｂが，本件投票拒否の際，２人の投票立会人へ意見聴

取を行っていないから，本件投票拒否は国家賠償法上違法である旨主張し，

投票管理者Ｂの平成２２年１１月１０日付け陳述書（甲１１）には，本件投

票拒否の際，投票立会人に意見を求めたことはない旨の記載がある。しかし

ながら，当該陳述書は，本件選挙から３年が経過した後に作成されたもので

あって，Ｂの各陳述書（甲１０，１１，乙９）によれば，Ｂは，実際には本

件選挙における具体的な原告との間のやりとりについて，明確に記憶してい

ないことがうかがわれるのであり，上記陳述書（甲１１）の記載も，Ｂ自身

が直接投票立会人らに意見を求めて聞いたことがないことを述べているだけ

で，事務補助者を介して意見聴取が行われたことを否定するものではない。

そして，前記のとおり，本件投票所における原告との交渉等は長時間に及ん

でおり，原告との交渉経緯や本件投票拒否の状況は，本件投票所内にいた投

票立会人らも当然認識していたものと認められるところ，本件投票拒否に当

たって投票立会人らから異議が出された形跡はないのであり，本件投票拒否

に当たって投票管理者及び投票立会人らに状況を説明し，投票拒否の同意を
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得た旨のＤの供述（乙１１，証人Ｄ）は十分信用することができる。上記Ｄ

の供述に照らせば，上記陳述書（甲１１）により，本件投票拒否について投

票立会人に意見聴取を行っていないと認めることはできず，他にこれを認め

るに足りる証拠はなく，原告の上記主張を採用することはできない。 

２ 本件選挙の際，原告に仮投票をさせなかった違法があるかどうか（争点②）

について 

 公選法５０条３項は，投票の拒否の決定を受けた者において不服があると

きは，投票管理者は，その者に仮投票をさせなければならない旨規定してい

る。前記認定事実のとおり，原告は，本件投票所の投票管理者であるＢから，

原告の投票を拒否する旨記載されたメモ（甲３）を手渡され，本件投票拒否

を受けたところ，これに反発し不服を述べていたというのであるから，同項

の「投票の拒否を受けた者について，不服があるとき」に該当する。したが

って，投票管理者であるＢは，原告に対し，仮投票をさせる必要があったと

ころ，前記前提となる事実のとおり，原告は仮投票をしていない。 

この点について，被告市は，本件投票所において，原告に対する対応に当

たっていたＤが，原告に対し，仮投票の制度について十分な説明をし，仮投

票を行うことを促したところ，原告はあくまで本投票をすることにこだわり，

仮投票を拒否したのであり，原告に対して仮投票を行う機会が与えられたの

であるから，原告が仮投票をしなかったことについて何ら問題となる点はな

い旨主張し，Ｄもその旨供述する（乙１１，証人Ｄ）。 

 そこで，本件投票拒否の際，原告に仮投票の機会が与えられたかどうかに

ついて検討すると，Ｄは，原告に仮投票についての説明をした経緯について，

要旨次のとおり証言する。 

 ア Ｄは，Ｃらから原告に対する対応を引き継いだ後，原告に対し，Ｑを住

所とする転居届を提出すれば投票が可能である旨説明するとともに，転居

届を提出しなくても仮投票をすることが可能である旨伝え，その際，仮投
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票の制度について具体的な説明をした。しかし，原告は，「仮投票ではな

く本投票をさせろ」などと述べ，仮投票をすることを拒んでいた。 

イ 原告が転居届を提出することも職権で住民票を回復することも拒んでい

たことから，投票管理者であるＢにより本件投票拒否がされたが，その後

も原告は，投票拒否について不服を述べていた。しかし，Ｄは，既に時刻

が午後９時を過ぎており，開票作業をする必要があったことから，原告に

対し，退去を求めることとし，最後に原告に対し，原告が転居届の提出も

せず，仮投票も拒否しているため，投票の拒否をした旨告げた上で，原告

及び原告と共に残っていた原告の支援者を本件投票所から退出させた。 

 以上のＤの証言につき，まず，原告が仮投票の説明がされたにもかかわら

ず，これを拒んだという点については，これを裏付ける客観的証拠はない。

特に，本件投票所においては，住民票を消除された者が投票に来た場合には，

調査票兼宣誓書という書面を作成し，対応の経緯，投票拒否や仮投票がされ

た場合にはその旨を記録することとされていたところ（甲１９，証人Ｄ），

Ｄによれば，原告については，調査票兼宣誓書の作成自体がされていないと

いうのである。しかしながら，原告のように，転居届を提出すれば投票が可

能である旨促したにもかかわらず，これが拒否されたということは，他にあ

まり例がない珍しい事態であったというのであるから（証人Ｃ，証人Ｄ），

そのような原告に対する対応の経緯については，特に慎重に調査票兼宣誓書

に記録しておくのが自然である。それにもかかわらず，調査票兼宣誓書の作

成自体がされていないということは，原告に対する対応が適正に行われたこ

と自体を疑わせるものであり，原告に対し，仮投票についての説明を適切に

行ったという上記Ｄの証言の信用性についても，疑いを生じさせるものであ

る。 

 また，上記のＤの証言を前提としても，少なくとも原告は，本件投票拒否

がされた後に，改めて仮投票の説明を受けたり仮投票をするよう促されたり



 - 20 - 

することなく，退出させられたものと認められる（なお，Ｄは，陳述書（乙

１１）及び証人尋問の当初の段階では，上記のとおり証言していたにもかか

わらず，その後，本件投票拒否後に改めて仮投票をするかどうか原告に確認

したかどうかを質問されるや「最後に聞きました。」などと証言内容を変遷

させているが，このような変遷に合理的な理由は認められない。したがって，

仮に仮投票の説明をした旨のＤの供述の信用性が認められるとしても，本件

投票拒否後に確認した旨の変遷後の証言を信用することはできない。）。 

Ｄの上記証言によれば，原告は，あくまで本投票をすることにこだわって

仮投票を拒んでいたというのであるが，仮投票は，本投票を拒まれた者につ

いて不服がある場合に，一旦仮に投票をさせ，開票の際に開票管理者及び立

会人により当該投票の有効無効を決することとさせることにより，投票拒否

を受けた者に再審査の機会を確保する制度であり（証人Ｄ，弁論の全趣旨），

投票拒否をされた場合にも仮投票をすれば，開票の際の判断で当該投票が有

効と認められる場合もある。そうであれば，本件投票拒否により本投票をす

ることができないことが確実になった段階で，改めて原告に仮投票を行うか

どうかについて確認をすれば，原告が仮投票を希望した可能性も否定できな

い。 

そうすると，仮にＤの証言するとおり，本件投票拒否がされる前にＤが原

告に仮投票についての説明をし，原告がその時点では仮投票を拒むかのよう

な言動をしていたとしても，本件投票拒否がされた段階で，改めて原告に対

し，仮投票の機会を与える必要があったというべきである。それにもかかわ

らず，本件投票拒否後，仮投票の機会を改めて与えることなく本件投票所か

ら退去することを求めたというのであるから，原告について，仮投票の機会

が十分に与えられなかったものといえる。 

   以上からすれば，本件投票拒否の際，原告に仮投票の機会が十分に与えら

れなかったものと認められ，これは，公選法５０条３項に反し，本件投票所
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の投票事務従事者の職務上の注意義務に違反するものであるといえるから，

国家賠償法上も違法であると評価することができる。 

３ 被告らの責任（争点③）について 

 本件投票所において行われた投票に関する事務は，大阪市議会議員選挙に

関するものは，本来的な被告市の事務として，大阪府議会議員選挙に関する

ものは，地方自治法２条９項２号の定める第２号法定受託事務として（公選

法２７５条２項１号），いずれも，被告市の事務として行われたものである。

したがって，当該事務の遂行に当たって国家賠償法上違法な行為があり，こ

れによって第三者に損害が生じた場合には，被告市が国家賠償法１条１項に

基づく責任を負うというべきである。 

    なお，原告は，本件投票所における業務のうち，大阪府議会議員選挙に関

するものについては，被告府も責任を負う旨主張する。しかしながら，第２

号法定受託事務は，本来都道府県が行うべき事務であるものの，市町村が，

自らの権限を自らの責任において行使して行う事務であるから，本件におい

て，大阪府議会議員選挙に関して行われた事務につき，被告市の職員が故意

又は過失によって違法に他人に損害を与えた場合には，被告市が国家賠償法

１条１項に基づく責任を負うことになり，被告府が責任を負うものではない。

もっとも，第２号法定受託事務については，都道府県が市町村の行為に具体

的に関与した場合には，都道府県についても，このような関与を公権力の行

使と捉えて，国家賠償法１条１項に基づく責任を負う可能性はあり得る。し

かしながら，本件投票所における大阪府議会議員選挙に関する業務につき，

被告府が具体的な関与をしていたと認めるに足りる証拠はなく，他に被告府

の責任を認める事実の主張立証はない。したがって，本件選挙に係る事務に

違法があり，これにより原告に損害が生じたとしても，被告府としては，国

家賠償法１条１項に基づく責任を負わないというべきであり，原告の上記主

張は理由がない。 
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 上記２のとおり，本件において，投票管理者ら投票事務従事者が原告に対

し本件投票拒否の後に仮投票の機会を与えなかったことは，職務上の義務に

違反するものであり，国家賠償法上違法であると認められ，かつ，これにつ

いて過失があると認められる。したがって，被告市は，これにより原告に生

じた損害について国家賠償法１条１項に基づき賠償する義務を負うという

べきである。 

４ 原告が被った損害の有無及び額（争点④）について 

以上のとおり，原告は，本件選挙において仮投票をすることができなかった

ことにより，精神的苦痛を被ったものというべきである。 

これに対し，被告市は，原告が仮投票をしたとしても，原告に対する投票拒

否は適法であったのであるから，それが本投票として認められた可能性は極め

て低く，仮投票をさせなかったことが違法であるとしても，原告に損害は生じ

ない旨主張する。しかしながら，仮投票の制度は，選挙権の行使の重大さに鑑

み，投票拒否をする際には慎重な手続を要することとしたものであって，適正

な手続を受けることができなかったことに対する精神的損害の発生を観念す

ることが可能である。 

そして，原告の被った精神的損害の程度について検討すると，投票事務従事

者らの義務違反の内容や，前記のとおり，本件選挙における原告の住所要件を

認めることはできず，原告が仮投票の機会を与えられなかったことが選挙権の

行使そのものを妨げられるものではなかったことなど本件の一切の事情を考

慮すれば，原告に対する損害賠償として，慰謝料３０００円の支払を命ずるの

が相当である。 

５ 結論 

以上のとおりであるから，原告の請求は，被告市に対して３０００円及びこ

れに対する遅延損害金の支払を求める限度で理由があるからその限度で認容

し，被告市に対するその余の請求及び被告府に対する請求はいずれも理由がな
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いから棄却することとし，なお，仮執行宣言については相当でないから付さな

いこととして，主文のとおり判決する。 
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